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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社グループは、「将来の世代の利益のための安全で持続可能な宇宙開発」をビジョンとして掲げ、デブリの除去等の軌道上サービスの提供を基
盤に企業価値の最大化を目指し、コーポレート・ガバナンスの実効性の確保を最重要課題の一つと位置付けております。

取締役会が決定した方針のもと、各業務執行取締役及びCXOが担当業務を執行する権限と責任を持つことで迅速化を図るとともに、経営の公正
性及び透明性を高めることによりコンプライアンス体制、効率的な経営体制の確立を図っております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードの基本原則を全て実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

－

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

岡田 光信 24,840,300 21.14

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4,680,000 3.98

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 4,584,400 3.90

ジャフコSV４共有投資事業有限責任組合 4,263,600 3.63

株式会社グーニーズ 3,827,933 3.26

ヒューリック株式会社 3,671,400 3.12

ASエースタート１号投資事業有限責任組合 2,950,200 2.51

三菱電機株式会社 2,649,700 2.25

スペース・エースタート１号投資事業有限責任組合 2,597,000 2.21

日本グロースキャピタル投資法人 2,523,700 2.15

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

上記大株主の状況は、2025年４月30日現在の状況です。



３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 グロース

決算期 4 月

業種 サービス業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

－



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 8 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 7 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

野口 祐子 弁護士

Jan Wörner 学者

Gayle Sheppard 他の会社の出身者

Ronald Pasek 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他



会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

野口 祐子 ○ －

野口祐子氏は、弁護士として活躍されており、
知財関係をはじめ、国際紛争や国際取引など
に造詣も深いことから、当社の社外取締役とし
て適任であると判断いたしました。同氏の豊富
な専門家としての知識とグローバルIT企業の知
財の先駆者としてのご経験から、引き続き当社
取締役会の意思決定機能や監督機能の実効
的な強化への貢献が期待されます。

同氏は、当社潜在株式10,000株を所有しており
ますが僅少であり、その他に同氏と当社との間
で人的関係、資本的関係、取引関係及びその
他の利害関係はないため、一般株主との利益
相反が生じる恐れがないと判断し、独立役員に
選任しております。

Jan Wörner ○ －

Jan Wörner氏は、前ESA（欧州宇宙機関）長官

であり、宇宙業界で長年にわたり実績を重ね、
人脈も豊富な方であることから、当社の社外取
締役として適任であると判断いたしました。同
氏の経営経験や法制度への洞察力及び特に
欧州における宇宙業界での実績などから、引き
続き当社企業価値向上への貢献が期待されま
す。

同氏は、当社潜在株式10,000株を所有しており
ますが僅少であり、その他に同氏と当社との間
で人的関係、資本的関係、取引関係及びその
他の利害関係はないため、一般株主との利益
相反が生じる恐れがないと判断し、独立役員に
選任しております。

Gayle Sheppard ○ －

Gayle Sheppard氏は、Intel社やMicrosoft社と

いったグローバル企業での経験に加え、多様
な分野、規模の企業での豊富な経営経験をお
持ちであり、当社の社外取締役として適任であ
ると判断いたしました。当社事業成長、企業規
模に沿った適切なアドバイスを期待できること
から、引き続き当社企業価値向上への貢献が
期待されます。

同氏は、当社潜在株式10,000株を所有しており
ますが僅少であり、その他に同氏と当社との間
で人的関係、資本的関係、取引関係及びその
他の利害関係はないため、一般株主との利益
相反が生じる恐れがないと判断し、独立役員に
選任しております。

Ronald Pasek ○ －

Ronald Pasek氏は、Altera社やNetApp社などの

上場企業においてCFOを歴任し、企業価値向
上と財務改革を主導してきたグローバル経営
人材であり、当社の社外取締役として適任であ
ると判断いたしました。豊富なM&A経験と監査
委員会での実績を有しており、当社のガバナン
ス強化への貢献が期待されます。同氏と当社と
の間で人的関係、資本的関係、取引関係及び
その他の利害関係はないため、一般株主との
利益相反が生じる恐れがないと判断し、独立役
員に選任しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし



【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

内部監査人は監査役と協議のうえ内部監査計画を立案し、各部門の監査を実施しております。内部監査人と監査役会は緊密な連携を保ち、内部
監査の実行性を高めるために定期的に会合を開催し意見交換を行っております。なお、監査役会、内部監査人、会計監査人は、相互に連携して、
三様監査の体制のもと、課題・改善事項等の情報を共有し、効率的かつ効果的な監査を実施するように努めております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

鈴木 隆之 他の会社の出身者

松田 日佐子 弁護士

池田 明霞 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他



会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

鈴木 隆之 ○ －

鈴木隆之氏は、製造業の事業運営、経営経験
に加え、複数の企業で監査役、監査等委員を
歴任しており、それら経験に基づく豊富な知識
と幅広い見識を有していることから、当社の社
外監査役として適任であると判断しておりま
す。

同氏と当社との間で人的関係、資本的関係、
取引関係及びその他の利害関係はないため、
一般株主との利益相反が生じる恐れがないと
判断し、独立役員に選任しております。

松田 日佐子 ○ －

松田日佐子氏は、外国法事務弁護士（香港法
および英国法・第１東京弁護士会）であり、また
イングランド及びウェールズ（英国）、並びに香
港のソリシターの資格を有しています。そのた
め、豊富な専門知識と経験に基づく意見を頂戴
できることから、社外監査役として適任であると
判断しております。

同氏と当社との間で人的関係、資本的関係、
取引関係及びその他の利害関係はないため、
一般株主との利益相反が生じる恐れがないと
判断し、独立役員に選任しております。

池田 明霞 ○ －

池田明霞氏は、広報及び管理部門において豊
富な経験を有するとともに、複数の企業で監査
役や監査等委員を歴任してこられました。こうし
たご経験を踏まえ、客観的な見地から当社の
経営に対してご意見を頂戴できることから、社
外監査役として適任であると判断しておりま
す。

同氏と当社との間で人的関係、資本的関係、
取引関係及びその他の利害関係はないため、
一般株主との利益相反が生じる恐れがないと
判断し、独立役員に選任しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 7 名

その他独立役員に関する事項

－



【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

企業価値向上に対するインセンティブとしてストックオプションを付与しております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、社外取締役、従業員、子会社の取締役、子会社の従業員、その他

該当項目に関する補足説明

当社グループの企業価値向上に資する取締役、従業員及び社外協力者にストックオプションを付与することで、当社グループの業績向上に対す
る意欲や士気を高めることを目的として、ストックオプション制度を導入しております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

報酬等の額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。また、取締役及び監査役の報酬等は、それぞれ総額で開示しておりま
す。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

役員報酬については、株主総会の決議により定められた取締役及び監査役それぞれの報酬限度額の範囲内において決定しております。各取締
役及び各監査役の報酬額は、取締役については、各役員の職務内容、実績、成果等を総合的に勘案し、取締役会の決議により決定し、監査役に
ついては監査役の協議により監査役会にて決定しております。また、当社の役員報酬は固定報酬のみで構成されており、業績連動報酬は採用し
ておりません。

なお、2022年７月29日開催の定時株主総会にて、取締役の報酬等の総額を年額200百万円以内（決議時の取締役の員数は５名）とし、2018年12
月20日開催の臨時株主総会にて、監査役の報酬等の総額を年額20百万円以内（決議時の監査役の員数は２名）とすることを、それぞれ決定して
おります。

当事業年度における当社の役員の報酬等の額の決定過程における取締役会の活動としては、2024年７月30日開催の取締役会において、当事業
年度における取締役の報酬の額を決定しております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

取締役会の事務局であるOffice of the CFOは、取締役会の資料を事前に社外を含む取締役及び監査役に送付し十分に検討できる時間を確保す

るとともに、審議事項を説明することにより、独立した立場で意見を述べることができるよう支援しています。また、監査役会に際しても、あらかじめ
資料を配布、説明するほか、内部監査人、会計監査人との相互連携を支援しています。



２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

＜取締役会＞

取締役会は、代表取締役社長兼CEO岡田光信を議長として、取締役兼COO Christopher Blackerby、取締役兼CFO松山宜弘、社外取締役野口祐

子、社外取締役Jan Wörner、社外取締役Gayle Sheppardの取締役６名で構成されております。取締役会では、経営上の意思決定機関として、当

社の取締役会規程に基づき重要事項を決議しており、取締役会は、会社の業務執行の決定、取締役（代表取締役を含む）の職務執行の監督、代
表取締役の選任・解職を行う権限を有しております。また、社外取締役の役割としては、経営者が策定した経営戦略・計画、その成果が妥当で
あったかを検証し、最終的には現経営陣に経営を委ねることの是非に関するモニタリング機能を求めております。当社は、取締役会の半数を社外
取締役とすることで第三者の視座が経営判断に反映される体制を構築しております。

＜監査役会＞

当社は、監査役会を設置しております。監査役会は、常勤監査役鈴木隆之を議長として、非常勤監査役松田日佐子、非常勤監査役池田明霞の監
査役３名で構成されており、全員が社外監査役であります。監査役は、監査役監査規程に基づき、取締役会に出席し、必要に応じて意見を述べる
ほか、業務及び財産の状況を調査することで、取締役の職務執行を監査・監督しております。監査役会は、毎月１回の定例の監査役会を開催し、
監査に関する重要事項についての情報交換、協議及び決議をするほか、必要に応じて臨時の監査役会を開催し、監査計画の策定、監査実施状
況、監査結果等の検討等、監査役相互の情報共有を図ることになっております。

監査役は、株主総会や取締役会への出席に加え、取締役・従業員・会計監査人からの報告収受など法律上の権利行使を行い、常勤監査役につ
いては、経営会議への出席や、当社グループ各社への往査など実効性のあるモニタリングに取り組んでおります。監査役は、内部監査人及び会
計監査人と緊密な連携をとり、監査の実効性と効率性の向上を目指しております。

＜経営会議＞

当社グループの全般的な業務執行や経営上の重要な事項に関して情報交換することを目的とし、当社常勤取締役及び当社グループのCXOに
よって構成され、当社常勤監査役も出席しております。経営会議の構成員の氏名は、議長として代表取締役社長兼CEO岡田光信、並びに経営委
員として取締役兼COO Christopher Blackerby、取締役兼CFO松山宜弘、チーフ・エンジニア(CE)Gene Fujii、CTO Mike Lindsay、General Counsel

児玉薫及び常勤監査役鈴木隆之であります。

＜リスク管理委員会＞

当社は、リスク管理が経営の最重要課題の一つであるとの認識から、「グローバルリスクマネジメント規程」を定め、独立したリスク管理機関として
リスク管理委員会を設置し、すべてのリスクを総合的に管理し、経営全体で当社リスクの認識・管理を行う体制としています。リスク管理委員会は、
当社常勤取締役及び当社グループの特定業務最高責任者（CXO）、各部門長その他これに準じる役職者で委員長が指名した者によって構成さ
れ、当社常勤監査役も出席しております。リスク管理委員会の構成員の氏名は、委員長として代表取締役社長兼CEO岡田光信、並びに構成員と
して取締役兼COO Christopher Blackerby、取締役兼CFO松山宜弘、チーフ・エンジニア（CE）Gene Fujii、CTO Mike Lindsay、General Counsel児玉

薫、子会社社長及び常勤監査役鈴木隆之であります。

＜情報セキュリティ委員会＞

当社は、情報セキュリティの戦略の検討ならびに情報セキュリティに関わる重大な事故発生時の対応に万全を期すため、情報セキュリティ委員会
を設置しております。情報セキュリティ委員会は、当社情報セキュリティ部門長、関連する取締役、法務担当特定業務最高責任者（CXO）及び関連
部門の担当者によって構成されております。情報セキュリティ委員会の構成員の氏名は、委員長として当社情報セキュリティ部門長Pierre Jacq並

びに構成員として取締役兼COO Christopher Blackerby、取締役兼CFO 松山宜弘及びGeneral Counsel児玉薫であります。

＜内部監査＞

当社グループの内部監査は、代表取締役社長兼CEOが任命した内部監査人が社外における内部監査専門家と連携しながら業務執行部門から
独立して当社の内部監査規程に基づき実施しております。内部監査人が定期的に実施する内部監査を通じて、当社グループ会社の業務実施状
況の実態を把握し、法令・定款及び社内規程に準拠して業務が適正・妥当かつ合理的に遂行されているか、また、会社の制度・組織・諸規程が適
正・妥当であるかを公正不偏に調査・検証することにより、会社財産の保全並びに経営効率の向上を図っております。また、内部監査人と監査役
会、会計監査人（予定）は監査を有効かつ効率的に進めるため定期的に情報交換を行っており、効率的な監査に努めております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、監査役会設置会社であります。監査役会設置会社を選択する理由としては、業務執行に対し取締役会による監督と監査役による適法性
監査の二重のチェック機能を持つ監査役会設置会社の体制を取ることが、効率的な経営の追求と同時に経営監視機能が適切に働く体制として最
適と判断したためであります。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
決算発表の早期化と併せて、引き続き株主総会招集通知の早期発送に努めてまいりま
す。

集中日を回避した株主総会の設定
多くの株主の皆様にご出席いただけるよう、株主総会の集中日を避けるとともに、 開始時

間にも配慮してまいります。

電磁的方法による議決権の行使 インターネットによる議決権行使を可能にしています。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

今後検討すべき事項と考えております。

招集通知（要約）の英文での提供
英文の招集通知を作成し、和文の招集通知と同時に、自社ホームページおよび機関投資
家向け議決権電子行使プラットフォームへ掲載しています。

その他 －

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
当社ＩＲサイトにおいて公表しております。

https://www.astroscale.com/ir/jp/other/policy/

個人投資家向けに定期的説明会を開催
個人投資家向け会社説明会を開催し、代表取締役社長またはCFOが、事業の
状況や経営方針等について、オンラインまたは対面形式にて説明しておりま
す。

なし

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

アナリスト・機関投資家向けには、第２四半期決算、年度決算終了後に決算説
明会を、第１四半期決算、第３四半期決算終了後には事業説明会をオンライン
にて開催し、代表取締役社長及びCFOが事業の状況や経営方針等について
説明しております。

なし

海外投資家向けに定期的説明会を開催
決算説明会及び事業説明会のトランスクリプトの開示を英語にて行っておりま
す。また、海外投資家との個別面談も行っております。

なし

IR資料のホームページ掲載
当社ホームページ内に、独立したIR専用ページ（https://astroscale.com/ir/jp/
）を設け、決算情報及び適時開示情報等を日本語及び英語にて開示しており
ます。

IRに関する部署（担当者）の設置
Office of the CFOを担当部署としており、専任者を設置しております。お問い

合わせにつきましては、当社ＩＲサイトにて承っております。

https://www.astroscale.com/ir/jp/

その他 IR責任者　取締役兼CFO　松山 宜弘



３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は、「株主、投資家等のステークホルダーの方々へのタイムリーかつ正確なディスク
ロージャーが上場会社としての責務である。」との認識のもと、これを実践していくことをIR
活動の基本方針と考えております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施 今後検討すべき事項と考えております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社ホームページ、会社説明会等により、ステークホルダーに対する積極的な情報開 示

を行っております。

その他 －



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

（内部統制システムに関する基本的な考え方）

当社は、会社法第399条の13第１項第１号ハ及び会社法施行規則第110条の４第２項が規定する「内部統制システム」の基本方針を以下の とおり

定めています。現在その基本方針に基づき内部統制システムの整備・運用を行っています。その概要は、以下のとおりです。

（内部統制システムの整備・運用状況又は準備状況）

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

a. 取締役及び使用人が、法令・定款及び社会規範を遵守し、高い倫理観をもって行動するよう当社の行動規範を繰り返し情報発信することによ

り、全社に周知徹底させます。

b. 「グローバルリスクマネジメント規程」を制定するとともに、CEOを委員長とするリスク管理委員会を設置し、コンプライアンス体制の構築・維持に

あたります。

c. コンプライアンスに関する教育・研修を適宜開催し、コンプライアンス意識の維持・向上を図ります。

d. 内部通報制度を設け、法令違反行為またはそのおそれのある事実の早期発見・未然防止を図り、適切かつ迅速な対応に努めます。

e. 当社グループは、健全な会社経営のため、反社会的勢力とは決して関わりを持たず、また不当な要求には断固としてこれを拒絶いたします。

f. 職務執行が法令及び定款に適合することを確保するため、CEOが責任者となり内部監査を実施し、管理・監督を行います。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

a. 取締役の職務の執行に係る情報については、法令及び文書管理規程等に基づき、適切な保存及び管理に努めます。

b. 取締役または監査役から要請があった場合に備え、これらの文書等が常時閲覧可能な状態を維持します。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

a. 社内諸規程等で定められた業務分掌及び職務権限に基づき業務運営を行う体制を整備し、取締役及び使用人それぞれが自己の業務分掌及

び職務権限に応じ、責任を持ってリスク管理に努めます。

b. 経営上重要なリスクについては、必要に応じて、取締役及び使用人は情報共有を図り、迅速かつ的確な対応を行うとともに、代表取締役社長は

取締役会へ報告します。

c. リスク管理に係る規程を制定し、会社の事業活動において想定される各種リスクに対する組織、責任者を定め、適切に評価・管理体制の構築に

努めます。

d. リスク管理委員会を設置し、事業活動における各種リスクに対する予防・軽減体制の強化を図ります。

e. 緊急事態には、対策本部等を設置し、社内外への適切な情報伝達を含め、当該危機に対して適切かつ迅速な対処に努めます。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

a. 関係法令、経営判断の原則及び善良なる管理者の注意義務等に基づき、経営に関する重要事項についての決定を迅速に行うとともに、各取

締役は、職務の執行状況について適宜報告します。

b. 取締役会規程、業務分掌規程、職務権限規程等を定め、取締役の職務及び権限、責任の明確化を図り、効率的な業務執行を行います。

c. 取締役会を原則として毎月１回定期的に開催するほか、必要に応じて適宜臨時取締役会を開催します。

５．当社における業務の適正を確保するための体制

a. 取締役会は、当社の中期事業計画・年度予算等を決議し、その進捗状況を毎月取締役会にて報告・検証し、対策を講ずることを通じて適正かつ

効率的な業務の執行を図ります。

b. 内部監査担当者は、当社の内部監査を実施し、その結果をCEOに報告します。

６．企業集団における業務の適正を確保するための体制

a. 当社及びその関係会社等との取引については法令に従い適切に行うとともに、当社が策定する関係会社管理規程に基づき、当社に適宜・適時

な報告を行う体制を整備し、当社との連携を図ります。

b. 当社は、関係会社の事業内容や規模等に応じて、当社に準じた社内規程を制定し、関係会社の指揮命令系統、権限及び意思決定その他の組

織に関する基準を定め、管理体制を構築してまいります。

c. 当社は、関係会社の経営内容を的確に把握するため、関係会社に対し、必要に応じて、関係資料等の提出を求めます。

d. 当社が開催するリスク管理委員会について、経営に重大な影響を及ぼす恐れのあるグループ全体の事業リスクを適切に認識・評価し、対応を

協議するための機能も併せ持ったものとして運営します。

e. 当社と関係会社間の情報の伝達や業務の有効な範囲において、IT を適切かつ有効に利用します。

f. 当社は、関係会社に対して、法令違反その他コンプライアンスに関する問題の早期発見、是正を図るために、監査役及び内部監査担当者は、

関係会社の業務の適正性について調査を行います。

７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に
関する事項

a. 監査役は、監査役監査の実効性確保のため、必要に応じて、監査役の職務遂行を補助する体制の整備（補助使用人の設定）に関する事項、補

助使用人の取締役からの独立性に関する事項等について決定し、当該体制を整備するよう取締役または取締役会に対して要請することとしてお
ります。

８．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

a. 取締役及び使用人は、法令に違反する事実、会社に著しい損害を与えるおそれのある事実を発見したときには、速やかに監査役に報告しま

す。

b. 当社の常勤監査役は、取締役会のほか経営会議等重要な会議に出席します。

c. 取締役及び使用人は、監査役から業務執行等に関する事項の報告を求められた場合には、速やかに報告します。

９．監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

a. 当社は、監査役への報告を行った当社及び関係会社の取締役及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを

禁止し、当社の取締役及び使用人にその旨を伝え、徹底を図ります。

10．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方
針に関する事項

a. 監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等の請求をしたときは、担当部門において審議のうえ、当該請求に係る費用又は

債務が当該監査役の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、速やかにこれに応じます。

11．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

a. 監査役会には、法令に従い、社外監査役を含み、公正かつ透明性を担保しております。

b. 監査役は、代表取締役社長と定期的に意見交換を行い、相互の意思疎通を図ります。

c. 監査役は、会計監査人及び内部監査担当者と定期的に情報交換を行い、相互の連携を図ります。



２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社グループ及びその特別利害関係者、株主、取引先等反社会的勢力との関わりはありません。

当社の反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方は、反社会的勢力排除に向けた社会的責任及び反社会的勢力による苦情・相談を装った圧
力等からの企業防衛の重要性を十分認識し、反社会的勢力との関係遮断を重視した業務運営を行うことであります。

反社会的勢力排除に向けた整備状況及び具体的な取り組みといたしましては、国が示した「企業が反社会的勢力による被害を防止するための

指針」を基本姿勢として2011年10月に施行された「東京都暴力団排除条例」を遵守する体制を整備しております。この実践のため、当社では「反社
会的勢力排除規程」及び「反社会的勢力調査マニュアル」を整備し、周知徹底を図っております。

警察が主催する連絡会等に加入するなど、平素より外部の専門機関と連携を深め、反社会的勢力への対応に関する指導を仰いでいます。

対応統括部署において、管轄警察等と連携することにより、反社会的勢力に関する最新情報を共有するとともに、かかる情報を社内への注意喚
起等に活用しています。



Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

－

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社のコーポレート・ガバナンス体制及び適時開示体制の概要の模式図を参考資料として添付しております。






